
たい肥化作業用機械等賃貸借 仕様書 

 

１．賃貸借物件名  たい肥化事業用機械等 一式 

 

２．業務目的    環境清美センター内で行う草木類及び給食残渣を使用して、たい肥を生産するたい肥化 

事業を実施するにあたり、円滑な事業の実施を図るため必要な機械等を賃貸借する。 

 

３．賃貸借場所   奈良市左京５丁目２番地 環境清美センター地内 （別記作業スペース参照） 

 

４．賃貸借期間   令和７年８月１から令和１２年７月３１日まで（６０カ月） 

          （地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約） 

 

５．賃貸借する物品等 

 品 目 仕様・規格等 台数 備 考 

①  草木用破砕機 

生草木類を１０㎜以下に破砕可能であること。 

最大処理量４００㎏以上/ｈの処理能力を有すること。 

≪参考例示品≫ 

●(株)大橋 樹木粉砕機ＧＳ２８５Ｄ 

●(株)カルイ ドラコンＫＤＣ－２５００Ｂ 

●ハスクバーナ・ゼノア(株) チッパシュレッダＳＲ３１００ 

１台  

②  定量供給機 

③の処理量に対応可能であること。 

≪参考例示品≫ 

●鎌長製衡(株) ユニオートフィーダＣＦ－８０ 

●三恵製作所(株) 備蓄定量供給機ＫＢＭ－２０００ 

●(株)ヤマモト機械製作所  

ベルト式供給機ＢＷ×Ｌ７５０×３０００ 

１台  

③ 植繊機 

≪参考例示品≫ 

●モリマシナリー(株) エクストルーダＢ５５ 

●(株)アーステクニカ 植繊機ＳＭ２３－５５ 

●西邦エンジニアリング(株) 植物揉摺機ＳＲＭ－５０ 

１台  

④ 撹拌機（混合機） 

有効容量5000L程度 

≪参考例示品≫ 

●槇野産業(株) リボンミキサーＲＭＭ-５０００ 

●タニナカＯ＆Ｋ(株) うず３０型 

１台  

⑤ 搬送コンベアー 
機器①から機器②への搬送用。各機器の仕様、処理量及びレイ

アウトを考慮し対応可能なもの。 
１台  

⑥ 搬送コンベアー 
機器③から機器④への搬送用。各機器の仕様、処理量及びレイ

アウトを考慮し対応可能なもの。 
１台  

⑦ 搬送コンベアー 
機器④から一次発酵場所への搬送用。機器の仕様、処理量及び

レイアウトを考慮し対応可能なもの。 
１台  

  

※ 時間当たり４００㎏（５㎥）処理で機械設定 

上記と同等品以上可。 

入札物品が仕様書の条件を満たしていることが分かるもの（製品の仕様・規格・寸法が分かる書面、

カタログ等 ）を添付のうえ「入札物品承認申請書」を提出し、入札参加申請までに発注者（廃棄物対

策課長）の承認を得ること。 

 

６．設置期限  

  令和７年８月１日より稼働ができること。 



  同日までに発注者の検査を受けること。 

設置期限に間に合わない場合は代用品にて対応すること。 

 

８．設置に際しての注意事項 

（１）機器の設置作業について 

安全管理を十分に注意し、必要に応じて養生や警備員等の配置を行うなどの措置を講じること。搬入

については、発注者と調整を行うこと。また、原則として利用制限を伴う作業は施設の供用時間外に

行うこと。 

（２）機器の操作説明 

設置後、発注者が機器の操作や日常点検を行えるように機器の説明を行うこと。 

 

９．維持管理について 

（１）機器の設置後から賃貸借期間の終了までの間、機器が正常な状態で使用できるよう維持管理及び稼働

に必要な消耗品の供給を適宜行うこと。 

（２）受注者は、毎月の保守点検を行うこととし、点検にあたっては必ず事前に発注者と打ち合わせを行い

その指示に従うこと。点検に掛かる費用については受注者負担とするが、その他交換部品については

別途協議すること。 

（３）機器の不具合について、発見又は連絡を受けたときは、直ちに契約対象となる機器を確認し、対応し 

た日付、対応者、原因、措置内容などを発注者に報告すること。また、修繕等が必要となる場合は、 

発注者と協議の上速やかな機能回復に努めること。この際の費用負担は、保守点検に準ずるものとす 

る。 

（４）受注者は、機器の設置後から賃貸借期間終了までの間、適切な動産総合保険に加入すること。機器の 

不具合が故意又は過失による損害、暴動による損害、原子力による損害及び地震・噴火・津波による 

被害など、不可抗力によるもの以外の場合は、受注者の責任において、交換、補修を行うものとする。 

（５）受注者は、賃貸借期間中の維持管理に係る保守体制について、緊急連絡先・担当者氏名等を記載し書 

面で発注者に届け出ること。また、届出内容に変更が生じた場合は、速やかに発注者に届け出ること。 

（６）保守作業中の事故については速やかに報告するとともに、発注者に特段の帰責事由が無い限り、受注 

者の責任及び費用負担で、被害者対応、現場復旧等を実施すること。 

 

10．賃貸借に含まれる費用等 

（１）搬入費、搬出費、設置費、撤去費、諸経費を含む。 

（２）点検及び整備 

（３）動産保険（期間中全額） 

 

11. 支払い条件等 

（１）賃貸借料は、毎翌月支払いとする。 

（２）賃貸借期間中の公租公課は受注者の負担とする。 

 

12. 留意事項 

（１）機器については全て新品を納入すること。 

（２）本業務を実施する上で、法令の制限などにより受注者が自ら実施できない業務については、これらを 

実施する資格を有する者を選定すること。 

（３）この業務の処理上知り得た秘密を、他人に漏らしてはならない。 

（４）この業務の見積期間中に生じた疑義や質問は発注者に申し出ること。 

（５）仕様書に基づいて適正に見積ること。 

（６）現場の下見が必要な場合は、現地見学・説明期間内において日程調整すること。 

 

13．問い合わせ先 

  環境部廃棄物対策課 

 TEL：０７４２－７１－３００１ 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


